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■組 織：１１学部、１６研究科、５附置研究所 他

■職 員 数：教員 ３,１０２ 人

教員以外の職員 ２,７４１ 人

非常勤職員等 ３,３８６ 人

Ⅰ.全体概要

－ 組織、職員･学生数、土地･建物（平成２３年５月１日現在） －

■学 生 数：学部学生 １５,６９３ 人

大学院学生 ８,００９ 人

外国人留学生 １,７８０ 人

■土地・建物：土地 約１,６５０千 m2

建物（建） 約 ２７４千 m2

（延） 約１,０３５千 m2

大阪大学は、昭和６年（１９３１年）に大阪帝国大学として創設以来、
平成２３年（２０１１年）に創立８０周年を迎えました。

合計 ３４,７１１ 人

学生数計

２５ ,４８２ 人

職員数計

９,２２９ 人

【Ⅰ-１】組織､職員数､学生数､土地･建物

大阪大学会館
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【Ⅰ-２】主要キャンパス延床面積

吹田地区 ：約658千 m2（本部事務機構、人間科、医、歯、薬、工、各附置研究所等）

豊中地区 ：約258千 m2（図書館、文、法、経済、理、基礎工等）

箕面地区 ：約 62千 m2（外国語学部等）

中之島地区：約 4千 m2（中之島センター）

Ⅰ.全体概要

－ 主要キャンパスについて（平成２３年５月１日現在） －

主要キャンパスの延床面積比率

豊中

25.0%

中之島

0.4%箕面

6.0%

その他

5.0%

吹田

63.6%

吹田

豊中

箕面

中之島

その他

上記、主要
キャンパスで
大阪大学全体
の約９５％を

占める



Ⅰ.全体概要

－ 主要キャンパスについて（平成２2年度実績） －
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【Ⅰ-３】年間エネルギー使用量

大学全体： ２,５６２,５８３ GJ/年（原油換算：６６,１１５ kl）

吹田地区：２,１０８,２２０ GJ/年

（原油換算：５４,３９２ kl）

豊中地区： ３７４,７６８ GJ/年

（原油換算： ９,６６９ kl）

箕面地区： ４３,８７９ GJ/年

中之島地区： １１,６３５ GJ/年

主要キャンパスの年間エネルギー使用量比率

中之島

0.5%箕面

1.7%

その他

0.9%

吹田

82.3%

豊中

14.6%

吹田

豊中

箕面

中之島

その他

上記、主要キャンパスで大阪
大学全体の約９９％を占める

← 第一種エネルギー管理指定工場

← 第一種エネルギー管理指定工場

特定事業者



Ⅰ.全体概要

－ 主要キャンパスについて（平成２2年度実績） －

OSAKA UNIVERSITY

【Ⅰ-４】年間光熱水費

吹田,

2,030,198

豊中,

434,789

中之島,

13,113
箕面,

40,253

吹田,

514,998

中之島,

5,657

豊中,

17,691

箕面,

17,237

吹田,

246,634

豊中,

126,742

中之島,

1,280箕面,

11,138

計：2,518,353千円 計：555,583千円 計：385,794千円

■電気使用料金（千円） ■ガス使用料金（千円） ■水道使用料金（千円）

年間合計：3,459,730千円
■電気の購入先

吹田、中之島：関西電力(株)

豊中 ：(株)エネット

箕面 ：サミットエナジー(株)



Ⅰ.全体概要

－ 主要キャンパスについて（平成２2年度実績） －

OSAKA UNIVERSITY

【Ⅰ-５】年間CO2排出量

大学全体： 92,851 ton-CO2/年

吹田地区： 72,323 ton-CO2/年

豊中地区： 16,566 ton-CO2/年

箕面地区： 2,768 ton-CO2/年

中之島地区： 419 ton-CO2/年

主要キャンパスのCO2排出量比率

中之島

0.5%箕面

3.0%

その他

0.8%

吹田

77.9%

豊中

17.8%

吹田

豊中

箕面

中之島

その他

左記、主要キャンパスで大阪
大学全体の約９９％を占める

エネルギー源別：電気 →７６％

の内訳 都市ガス→２３％

その他 → １％

• 1 東燃ゼネラル石油株 1,298,756
• 2 大阪市 1,176,788
• 3 新日本石油精製(株) 855,383
• 4 コスモ石油株式会社 601,191
• 5 大阪府 548,693
• 6 株式会社中山製鋼所 512,960
• 7 宇部興産株式会社 419,150
• 8 関西電力株式会社 285,976
• 9 ダイキン工業（株） 241,121
• 10 日新製鋼株式会社 206,857
• 11 大阪製鐵株式会社 183,372
• 12 株式会社 ダイカン 164,709
• 13 堺市 154,727
• 14 住友金属工業株式会社 139,833
• 15 パナソニック株式会社 136,301
• 16 不二製油 株式会社 135,745
• 17 合同製鐵株 大阪製造所 125,354
• 18 岸和田製鋼㈱ 123,172
• 19 新関西製鐵株式会社 119,818
• 20 株式会社クボタ 113,340

? 21 西日本電信電話株 112,894
? 22 日本酢ビ・ポバール株 107,287
? 23 新日本製鐵㈱堺製鐵所 106,831
? 24 セントラル硝子㈱堺工場 102,401
? 25 共英製鋼株式会社 101,068
? 26 東洋製罐株茨木工場 96,722
? 27 国立大学法人大阪大学 84,790
? 28 ダイハツ工業株式会社 84,212
? 29 王子板紙株 大阪工場 80,668
? 30 福山製紙株式会社 76,452
? 31 茨木市 74,306
? 32 中山鋼業株式会社 72,243
? 33 株式会社 栗本鐵工所 71,985
? 34 大阪ガス株式会社 70,088
? 35 株式会社 ハイドロエッジ 69,165
? 36 東大阪都市清掃施設組合 62,940
? 37 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ㈱ 61,934
? 38 武田薬品工業株式会社 58,007
? 39 大阪製紙株式会社 53,393
? 40 枚方市 51,171

■大阪府のCO2大量排出事業者 (平成20年度のデータ)

27位：大阪大学

工場や自治体を除けば、大阪
大学は突出してCO2の排出量
が多い。
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Ⅱ . 大 阪 大 学 グ リ ー ン ・

イニシアティブ・プロジェクト
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Ⅱ.大阪大学グリーン・イニシアティブ・プロジェクト

－ 省エネから低炭素化へ －

■計画(Plan)

・現状の把握

・目標の設定

・財源の確保

■見直し(Action)

・管理標準の見直し

・計画、目標の見直し

■改善実施(Do)

・無駄の摘出、排除

・計画（事業）の実施

・広報、教育

■効果検証(Check)

・推移状況

・改善効果の把握

・計測、記録

エネルギーの管理

・原単位の管理

・用途別使用量の把握

・設備効果の把握

即効性

実効性

継続性

■G・I・P（グリーン・イニシアティブ・プロジェクト）のPDCAサイクル

【Ⅱ-１】目的

深刻化する温室効果ガスの排出
に伴う地球温暖化に対して温室効
果ガスの削減に向けて、低炭素
キャンパスを実現させるため、大
学の先導的な取組みや、教職員及
び学生一人一人の理解・行動を促
進させることとし、削減目標を設
定し、実効性と継続性のある低炭
素化対策に向けて取組みを進める。
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Ⅱ.大阪大学グリーン・イニシアティブ・プロジェクト

－ 省エネから低炭素化へ －

■これまでの方策
□取り組み

・教育研究活動に配慮した内容

・省エネ意識の啓発

・無駄の排除を中心に活動

・各部局の実情による単独省エネ活動

の実施

□体制

・施設マネジメント委員会の下省エネ

ルギー方策検討ＷＧ

□課題（問題点）

・省エネ意識の浸透が進まない

・情報発信が不足している

・今後の具体的な目標が定まっていない

・部局単独活動の限界

・財源が確保されていない

■これからの方策
□取り組み

・トップダウンによるマネジメント

・現状の把握

・学内の部局長クラス参加による検討

・学内外有識者の参画

・低炭素化計画及び目標の設定

・低炭素化へ投資のための財源確保

□体制：キャンパス整備本部をキャンパス・

環境整備本部に名称を改称

：役員会の下に担当理事を定め環境・

エネルギー管理部を設置

□検討内容

・さらなる省エネ意識の向上のための情報発

信を行う

・全学的な低炭素対策方針の設定

・低炭素化対策費の計画的及び継続的な確保

【Ⅱ-２】これまでとこれからの方策
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Ⅱ.大阪大学グリーン・イニシアティブ・プロジェクト

－ 省エネから低炭素化へ －

【Ⅱ-３】対策の骨子

本学では教育研究活動の質を低下する
ことなくエネルギー消費の節減を進めて
きたが、教育研究活動の高度化に伴いエ
ネルギーの消費は年々増加する傾向にあ
り、従来の取り組みでは、成果が期待で
きないと予想される。

このことから、環境負荷の軽減のため
に、新たな対策として省エネルギー・低
炭素化に効果があり、本学の教育、研究
及びエネルギー使用の実施を踏まえオリ
ジナリティの高い計画として、右記の３
カテゴリーにより各々の対象に応じた対
策を進めていく計画を策定する。

対象：文科系部局、事務管理系、講義室等

主な対策 ：建築設備に重点を置き、庇の設置や躯体の断熱機密化及び高効率空調

への転換、並びに照明機器等を省エネルギータイプへ更新

□カテゴリー１

対象：理科系研究施設

主な対策 ：

・実験用フリーザー、ドラフトチャンバー等（特に２４時間稼動機器）の一括

リプレースやメンテナンスの実施

・研究科単位程度でエネルギー消費量の計測を行い、可視化を実施し、どれ

だけエネルギーを消費 しているかの把握を行う

・専門領域毎に省エネルギーインセンティブが働く課金制度の導入

□カテゴリー2

対象：大規模施設（病院施設、核物理、レーザー研等）

主な対策 ：大規模施設に資金投入を行い、大きな省エネルギー効果を出し、得ら

れた光熱費削減額を他の施設の省エネルギー対策費に充てる

□カテゴリー3
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Ⅱ.大阪大学グリーン・イニシアティブ・プロジェクト

－ 体制について －

■設置の主旨

社会的な責務となっている温室効果
ガスの削減について、本学における温
室効果ガス発生量等の現状を調査・把
握し、目標を定め削減計画を策定する
とともに全学的な立場から対策を有効
に実施できる新たな組織を設け、学内
機関である環境イノベーションデザイ
ンセンターと連携を行うことにより、
本学の低炭素キャンパスの実現を図る。

■体制

役員会の下に担当理事を定め環境・
エネルギー管理部を設置

【Ⅱ-４】体制及び設置の主旨
総 長
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人材育成部門

低炭素キャンパス
実践部門

環境イノベーション
デザイン企画部門

地域・国際
環境交流部門

（低炭素実践部門の活動）

研究教育の実践の場として、
キャンパスの省エネルギー、
低炭素化活動とその成果の教
育、社会連携活動へのフィー
ドバックを行う。
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特任研究員(２人)専任教員（講師）

兼任教員（有識者）

非常勤職員

○省エネパトロールに関すること

・設備機器類の計測・記録
・設備機器類の運転状況等の調査及び

改善指導

○分析・企画・計画等の策定に
関すること

・現状把握及び分析
・目標及び方針の策定
・投資方法の検討
・対策効果の検証
・省エネルギー法及び条例の対応
・運用改善手法の検討と計画
・環境イノベーションセンターとの活

動連携

▼ ▼ ▼ ▼

○企画・計画の事務に関すること

・組織制度及び規程の制定改廃
・中長期計画等の策定事務
・費用負担など投資回収メカニズムの

計画
・関連事項の情報収集
・関連委員会に関すること
・外部補助金の獲得
・計画のフォローアップ
・進捗状況のフォローアップ

○対策推進の事務に関すること

・関係法令に基づく各種報告書の作成
・エネルギー管理者等の選任
・エネルギー使用状況等の調査
・環境報告書のデータ収集及び取りま

とめ
・省エネルギー活動の啓発

環境・エネルギー管理課

課 長（兼任）

役員会

総 長

部 長
（担当理事兼任）

環境・エネルギー管理部

副部長（教員兼任）

副部長（担当部長兼任）

企画係長

係員

専門職員

補 佐

【Ⅱ-５】環境・エネルギー
管理部の組織体制

Ⅱ.大阪大学グリーン・イニシアティブ・プロジェクト

－ 体制について －
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【Ⅱ-６】ロードマップ

Ⅱ.大阪大学グリーン・イニシアティブ・プロジェクト

－ 省エネから低炭素化へ －

体制
体制関係

（実施組織等）

現状把握

（エネルギー
　　　の可視化）

計画・目標
(Plan)

対策の実施
(Do)

効果検証
(Check)

見直し
(Action)

財源対策
制度

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

計画
実施
活動

事項 2010年度 2011年度

計画に

基づく改修

次年度計画 次年度計画

体制の整備

現状把握・省エネ診断

体制の立ち上げ

計画に基づく改修 計画に基づく改修

見直し 見直し

効果検証効果検証

中長期計画

目標の見直し

耐震改修に伴う改修

イ号館のエコ改修

外灯の高効率化

耐震改修に伴う改修

次年度計画

要求 対策制度の開始

活動の実施

対策制度の見直し

可視化の運用・計測データの分析

可視化の拡充（ガス等）

計測データの分析 計測データの分析 計測データの分析

　中長期計画・目標の策定

次年度計画

計測データの分析

計画に

基づく改修

効果検証

6/1 組織の設置

7/末日

エネルギー管理統括者、管理企画推進者、管理員選任届書の提出期限

可視化の実施

（吹田地区、豊中地区、箕面地区の可視


